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I.はじめに
I. 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の概略的対照
皿．「アレストされうる船舶」をめぐって－FrancescoBerlingieri氏の見解を
中心に（「その請求権に対して責任のある人によって所有される他の諸船
舶」まで本稿）
キーワード：船舶アレスト条約，アレストされうる船舶， 1952年条約， 1985年
改正案， 1999年条約
I.はじめに
船舶のアレストに関しては， 1952年船舶アレスト条約 1)
(INTERNATIONAL CONVENTION FOR THE UNIFICATION OF 
CERTAIN RULES RELATING TO THE ARREST OF SEA-GOING SH 
IPS, BRUSSELS, MAY 10, 1952.以下， 1952年条約と略す）， 1985年船舶
アレスト改正条約案 2)(DRAFT REVISION OF THE INTERNATIONAL 
CONVENSION FOR THE UNIFICATION OF CERTAIN RULES 
RELATING TO THE ARREST OF SEA-GOING SHIPS Done at Bruss 
els, May 10th ; 1952.以下， 1985年改正案と略す）， 1999年船舶アレスト条
約3l(INTERNATIONAL CONVENTION ON ARREST OF SHIPS, 1999. 
以下， 1999年条約と略す）があるO
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これまで，これらの条約等については，多数の検討がなされてきている。こ
こでは，まず， 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の全文について，概略
的な対照を行ない， FrancescoBerlingieri 4 l氏の見解を中心に，「アレストさ
れる船舶」等について，若干の紹介・検討と試みようと思う。
I. 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の概略的対照
ここでは， 1952年条約， 1985年改正案， 1999年条約の条文を，概略的に，比
較対照する。その際，主として， 1999年条約の条文の内容を目安として，いく
つかに分け，それに， 1952年条約， 1985年改正案の条文を対応させることにす
るO 1952年条約の条文には，見出しがないが， 1985年改正案， 1999年条約の条
文の見出しを参考にして，一応内容を表示することにする。なお， ＊で補完す
る場合と，条文中の重要と思われる用語を（ ）で条文中に示す場合がある。
1 . 1999年条約前文
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
前文（* 1) 前文（* 2) 
( * 1）「締約諸国（The High Contracting Parties）は，航海船舶の仮
差押に関する若干の統一規則を，共同の合意によって定めるのが有益である
ことを認め，このために， 1つの条約を締結することを決定し，次のように
合意した。」（小町谷・後掲注 1）⑤288頁）。小町谷博士は， thearrest of 
sea”going shipsを「航海船舶の仮差押」と訳される。本稿では， arrestは
アレストと訳することにする。
( * 2) BERLINGIERI, supra note 1 ）①at 349所掲の前文を訳すと，「この
条約の諸当時国（TheStates Parties）は，世界海上輸送取引の調和のと
れたしかも秩序を守る進展を促進することの望ましいことを認識し，関連諸
分野における最近の発展の結果を考慮した。諸船舶のアレストの分野におけ
る国際的統一を創設する法的手段の必要性を確信し，次のように合意した：」。
なお，（ i ) 1952年条約では， Contracting State, （証） 1985年改正案で
は， Stateparty, （出） 1999年条約では， StatePartyの語が使用されてい
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る。（ i ）につき，小町谷・後掲注 1）⑤292頁等では，「締約国」，（品）に
つき，落合・後掲注2）③51頁等では，「締約国」，（温）につき，小塚・後
掲注3）④39頁等では，「当事国」と訳される。ここでは原則として一応，
( i ）については，「締約国」，（註）（温）については「当事国」と訳してい
る。ちなみに，条約法に関するウィーン条約2条l項（ f)号の contract-
ing State （締約国）と同条同項（g）号のparty（当事国）の用語の意味
も参照。 http://www.un.org/law/ilc/texts/treaties.htm; 横田喜三郎＝
高野雄一編『国際条約集』 87頁（有斐閣，第3版，昭49）等参照。
2. 1999年条約 1条（ 1)(a）～（v)
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
l条（定義） 1条定義 1条定義
巳三；1？~~~バミ？~i
~ ~ ~一一一一一一一一~ ~ ~ （~）－一一一一一＼. J J 
一一一一一一一一一一 f
：；；ご一一－－－‘－－；：ご三；： 1~~ (• 6) 
；；：〉ぐ＼；；；：；；（＊ 7 ） 
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( * 3）冒険貸借。 1985年改正案から消滅した。なお，一一一は，内容が同じ
かほぼ同じである場合を示し，一一一一一一は，内容は（やや）異なっているが，
関連性があると思われる場合を示す。
( * 4)「船舶が原因となった環境，海岸線又は関連する利益に対する損害又
は損害のおそれ。これらの損害を予防し，最小化し又は除去するためにとら
れた措置。これらの損害に対する補償。環境を復元する合理的な手段であっ
て現実に行われ又は行われようとしているものの費用。これらの損害に関連
して第三者が蒙り又は蒙る可能性のある損失。本（d）号に定められたもの
と類似の性質を有する損害，費用又は損失。」（小塚・後掲注3）④23頁の訳
による）。 1985年改正案と比べて「theenvironmentJが意識され，条文中
に入っているところが異なる。
( * 5）「沈没し，難破し，坐礁し又は放棄された船舶及びその船舶上にあり
又はあった一切の物を，引き揚げ，移動し，回収し，破壊し又は無害にする
ことに関連した費用又は支出，並びに，放棄された船舶の保全及びその船員
の救護に関連した費用又は支出。」（小塚・後掲注3）④23頁の訳による）。
( * 6）「港，運河，船渠，停泊施設その他の水路の料金及び、費用。」（小塚・
後掲注3）④25頁の訳による）。
( * 7）「船舶所有者若しくは船舶賃借人によって又はその者のために支払わ
れる船舶に関する保険料（相互保険における分担金を含む）。」（小塚・後掲
注3）④25頁の訳による）。
( * 8）「船舶所有者若しくは船舶賃借入によって又はその者のために支払わ
れるあらゆる手数料，仲介手数料又は代理手数料。」（小塚・後掲注3）④25
頁の訳による）。
( * 9）「船舶の売買のための契約から生ずるあらゆる紛争。」（小塚・後掲注
3）④25頁の訳による）。
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3. 1999年条約 1条（2）～（ 5 ), 2条
1952年条約
l条
( 2) 
( 3) 
( 4) 
1985年改正案
l条
( 2) 
( 3) 
( 4) 
1999年条約
1条
( 2) 
( 3) 
( 4) 
----－’（ 5) ( 5) 
4条（アレストの権限）
〈裁判所又は権限ある一切の他
の司法機関〉
2条アレストの権限
(1) 
( 2) 
2条アレストの権限
( 3 ) ( * 10) 一一一一一3
( 4）一一一 一一一一
( 5）一一一
( * 10)1985年改正案では，「船船は，たとえ航海の準備が整い又は航行中で
あっても，アレストされうる。」（落合・後掲注2）③39頁の訳による）と規
定されていた。
4. 1999年条約3条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
2条一一一 一一一一一 3条アレストの権利の行使 3条アレストの権利の行使
（アレストの権利の行使） (1) 
(a ）~＝＝ごごごごごごご： 一一一一ァ（a)
( i ) 一一一7～（b)
（証）／／ン（c) 
（温）／タ〆／（d)
(iv) メグ／/( e) (*12) 
(v) ／~；ジ／／，，.／ /2 
(b)/ /// / (a) 
Cc ）~~／ Cb) 
(d）ら 11) / /3 
( i ) 
(ii 
( 2) 
(a) 
(b) 
( 3) 
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( * 11）「（d）その請求権が，前記（a）号ないし（c）号のいずれの場合
にも該当しないが，以下のいずれかに該当する場合，
( i ）海事請求権が発生した時点でその船舶を所有していた者が，その請求
権に対して自ら責任を負っており，かっ，アレストが実行された時点でそ
の船舶の所有者であるとき，又は，
(ii）その船舶の船舶賃借人が，その請求権に対して自ら責任を負っており，
かっ，アレストが実行された時点でその船舶の船舶賃借人若しくは所有者
であるとき。」（落合・後掲注2）③41頁の訳によるが下線部は筆者加筆）。
( * 12）「（e）船舶の所有者，船舶賃借人，船舶管理人又は船舶運航者に対
する請求権が，アレストの申し立てられた国の法律の下で附与され又は発生
する海上先取特権によって担保されているとき。」（小塚・後掲注3）④29頁
の訳による）。 manageror operator of the shipという用語が現われる。
5. 1999年条約4条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
3条（アレストの禁止とアレスグ4条 アレストからの解放 4条 アレストからの解放
トからの解散） ／／ク
( 1 ) ,,// / / ( 1 ) 
( 2) // / / ( 2)
(3)/ / / (3) 
(4) / / (4) 一一一一4
I (a）一一一一一一一一5
/ (b）一一一 (a) 
5条（アレスト／からの解放： (i) (b) 
アレストの取消Y (ii) 一一一一一6
1項 / (5）一一
2項／／
3項／
6条（アレストからの解放に
関する準拠法：アレストによる
損害賠償請求などの準拠法）
1項
2項
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6. 1999年条約5条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
5条再アレスト及び多重ア 5条再アレスト及び多重ア
レストの禁止 レストの禁止
(1) 
(a) (a) 
(b) (b) 
(c) (c) 
(i) (i) 
(ii) (ii) 
( 2) 2 
(a) (a) 
(b) (b) 
( 3) 3 
7. 1999年条約6条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
??????
?
?
???
??
???
???????
??
?
?
?
（（
?
（（
??
?????? ???
??〜?
、 、、???
?
?
?
??｝??
?
??
?
??
?
?
? ?
? ?
?
?（（（（（
8. 1999年条約7条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
7条本案の裁判管轄権7条（本案の裁判管轄権） 7条本案の裁判管轄権
( 1 ）一一一一一一ー ー 一一 (1)
(a) (2) 
(b) (3) 
2 
3 
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(c) /(a) (a) 
( d ) // / ( b ) ( b ) 
(e) ／／ ノ〆／／（4) 4 
／ ／ ／ （適正手続）
( f ) // // // ( 5) 5 （裁判所又は仲裁廷）
( 2 ) ／~／／~／／／ ,/' ( 6 ）週間決又帥裁判断） (a) C合理的な機会）
( 3 ）.／’／／〆 〆／ --------------- ( b ) （公序）
( 4 ) // _,// ----6 
( 5) ( * 13) // 
11条（仲裁）
( * 13）「本条は， 1868年10月17日の，ライン航行に関する改正条約の規定で
カバーされる場合には適用されない」旨，規定するO 1999年条約10条2項参
H召O
9. 1999年条約8～9条
1952年条約 1985年改正案
8条（適用） 8条適用
(1) (1) 
(2) (2) 
( 3) 一一－一一ァ（ 3) 
( 4)三三二二 /'/ ( 4)
( 5 ）－－－之、記ヨケー （ー5) 
ウメミミ；－－－－c6) 
,// ~（ 7) 
9 条（海上先取特権等の非引き~－－－ 9条三諸）留保 、9条 海上先取特権の非創設
10条（＜諸＞留保） ------ 10条
(a) ----1 （諸）留保
( b ) C * 14) ( a ) 
(b) 
( c) 
1999年条約
8条適用
1 
2 
3 
?????
7条
( 5）一一
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( * 14）小町谷・後掲注1）⑤293頁は， 10条（b）号の「第 1条第9項」は
「第 1条第 l項の誤植と思われる」とされるが，原文（BERLINGIERI, supra 
note 1) at 218 ; TETLEY, supra note 1 ）③at 668）では，第l条第（q)
項（Article1, paragraph ( q ) ）となっている。
10. 1999年条約1～17条
1952年条約 1985年改正案 1999年条約
11条受託者
( * 15)
12条（署名） ----12条 署名，批准，受諾，承認
( * 16) ----------- そして同意
------ ( * 17)
13条（批准）---- I 13条 l以上の法体系を持つ
( * 18) / 諸国家と条約の適用拡大
/ ( * 19) 
14条（＜条約の＞発効）（ψ。川 ’／ 14条効力発生
15条（加盟・承認・発効）一一一一一一一つ「一 ( * 22) 
( * 21) 
16条（＜条約の＞改正） // 15条修正及び改正
( * 23) / ( * 24) 
17条（＜条約の＞廃棄・通告） -1 16条（条約の）廃棄
( * 25) / 通告（* 26) 
18条（＜条約の＞適用拡大，ノ 17条言語
言語） ( * 27) ( * 28) 
( * 15）～（ * 28）は，筆者の仮訳である。
( * 15）「この条約は，国際連合の事務総長に預けられるものとする。」
( * 16）「この条約は，第9回海事法外交会議で代表する諸国による署名のた
めに，聞かれているものとする。署名に関する公の帳簿上の記載はベルギー
外務省の信頼できる事務所を通して記載されるものとする。」
~ * 17）「1. この条約は，ニューヨークの国際連合本部で，いかなる国家に
よる署名のためにも1999年9月1日から2000年8月31日まで，聞かれている
9 ( 153）一
ものとし，その後は，同意のために開かれたままにすることとする。
2.諸国家は，以下により，この条約に拘束されるべき自らの合意を表明し
うる：
(a）批准，受諾又は承認のような，留保なき署名；又は
(b）批准，受諾又は承認が続いてなされる，批准，受諾又は承認を条件と
する署名；又は
( c）同意
3.批准，受諾，承認又は同意は，受託者のところにその趣旨での 1法律文
書を保管することによって，達成されるものとする。」
( * 18）「この条約は，批准されるべきであり，批准書は，いかなるそのよう
な文書の寄託に関し全署名諸国及び全加盟諸国に知らせるべきであるベルギー
外務省に，預けられるものとする。」
( * 19) 1 . 1つの国家がこの条約で処理される諸事項に関し，異なった諸法
系が適用される 2っかそれ以上の領土的諸単位を有するならば，署名，批准，
受諾，承認又は同意の時に，この条約はすべてのその領土的諸単位か又はそ
れらのうちの l若しくはそれ以上にのみ拡大されるものと宣言できる。そし
ていつでも別の宣言を提出することによってこの宣言を変更することができ
る。
2 . ~＇かなるそのような宣言も当該受託者に通知されるものとし，当該条約
が適用される当該領土的諸単位を明示的にはっきり述べるものとするO
3.諸船舶のアレストに関し，異なる領土的諸単位において適用される， 2 
又はそれ以上の法体系を有する l当事国に関して， l国の裁判所や 1国の法
についての，この条約における言及は，それぞれその園内の妥当な領土的単
位の裁判所及びその国の妥当な領土的単位の法に言及していると解釈される
ものとする。」
( * 20）「（a）この条約は，それを最初に批准する 2カ国の間で批准に関す
る第2の文書の寄託の日付後6ヵ月で発効するものとするO
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(b）この条約は，その国家の批准書の寄託の日付後6ヵ月で，批准の第2
の文書の寄託後それを批准する各署名国に関して発効するものとする。」
( * 2 1）「第9回海事法会議で代表されないあらゆる国家は，この条約に加
盟することができる。
あらゆる国家の正式承認は，そのような伝達に関し，あらゆる署名・加盟
国に諸外交ルートを通して伝達することとなっているベルギー外務省に，告
知されることとする。
当該条約は，そのような通知の受取の日付後6ヵ月であるが，当該条約が14
条（a）項の諸規定に従って発効する以前ではないときは，加盟国に関して
発効するものとする。」
( * 22）「 1. この条約は， 10カ国がそれによって拘束される自国の同意
(their consent ：筆者挿入）を表明した日に続く 6ヵ月で効力を発生する
ものとする。
2. その効力発生のための当該諸条件が充足された後に，この条約によって
拘束されるべき同意を表明する国に対して，そのような同意は，その同意の
日付後3ヵ月で効力を発生するものとする。」
( * 23）「L、かなる締約国も，そのような締約国に関しこの条約が効力発生後
3年で又はその後いつでも，当該条約の改正を検討するために招集されうるO
この権利を利用することを要求するL、かなる締約国も，その後6ヵ月以内
に当該会議を招集することとなっているベルギー政府に知らせるものとする。」
( * 24）「1. この条約を修正又は改正する目的のための諸当事国間の 1会議
は，諸当事国の3分のlの要請で国際連合本部によって招集されるものとする。
2. この条約の改正に関し効力が発生する日付後表明される，この条約によっ
て拘束されるというし1かなる合意も，改正されたこの条約に適用されるとみ
なされるものとする。」
( * 25）「~＼かなる締約国もそのような締約国に関しこの条約をその発効後い
つでも廃棄通告する権利を有するものとする。この廃棄通告は，そのような
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告知に関し他のすべての締約諸国に諸外交ルートを通して知らせることになっ
ているベルギー政府によって，その告知が受け取られる日付後1年で有効と
なるものとする。」
( * 26）「1. この条約は，その国家に対して発効する日付後いつでも，いか
なる当事国によっても廃棄通告されうる。
2.廃棄通告は，廃棄通告の法律文書の受託者への寄託によってもたらされ
るものとする。
3.廃棄通告は， l年，又は受託者による廃棄通告の法律文書の受領後，廃
棄通告の法律文書で特定されうる期間で発効するものとする。」
( * 27）「（ a) ~＇かなる締約国も，この条約の批准時若しくは受託時又はそ
の後いつでも書面による通知によって，ベルギー外務省に対し，その国がそ
の諸国際関係に責任がある領土の~＇かなる部分にも拡大することとする旨を
宣言できる。当該条約は，ベルギー外務省によるそのような告知の受領の日
付後6ヵ月後に，その中で名指しを受けた領土に拡大するものとするが，そ
のような締約国に関し当該条約が発効する日付以前ではなL、。
(b）その，諸国際関係に対して責任があるし、かなる領土に対して当該条約
を拡大する本条第（a）項の下における宣言をした 1締約国は，その後いつ
でもベルギー外務省に対して与えられた告知によって，当該条約はそのよ
うな領土に拡大することをやめることとすると宣言することができ，そう
すると当該条約はベルギー外務省による告知の受領後l年でそこに拡大す
ることをやめることになる。
(c）ベルギー外務省は，この条項の下で受け取ったあらゆる告知に関し，
外交ルートを通してあらゆる署名・加盟国に知らせるものとする。」
「1952年5月10日ブリュッセルでフランス語と英語でなされた， 2つの原
文とも等しく真正である。」
( * 28）「この条約は，アラビア語，中国語，英語，フランス語，ロシア語そ
してスペイン語で書かれた各々の原本で創られ，それぞれの原文は等しく真
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正である。」
「今年の1999年3月12日ジェノバで、なされた。その証拠として，その目的の
ためにそれぞれの政府によって正当に権限を与えられた署名者は，この条約
に署名した。」
1.加盟状況
1952年条約（* 29) 
批准（RATIFICATION)
Belgium 
Croatia 
Denmark 
Egypt 
Finland 
France 
Germany(F .R.) 
April 10, 1961 
October 8, 1991 
May 2, 1989 
August 24, 1955 
December 21, 1995 
May 25, 1957 
October 6, 1972 
Great Britain and Northern Ireland 
March 18, 1959 
Greece 
Holy See 
Italy 
Nether lands 
Norway 
Portugal 
Spain 
Yugoslavia 
同意（ACCESSION)
February 27, 1967 
August 10, 1956 
November 9, 1979 
January 20, 1983 
November 1, 1994 
May 4, 1957 
December 8 1953 
July 25, 1967 
Algeria August 18, 1964 
Antigua and Barbuda May 12, 1965 
Bahamas May 12, 1965 
Belize September 21, 1965 
Benin April 23, 1958 
Burkina Faso April 23, 1958 
Cameroon April 23, 1958 
Central African Republic 
April 23, 1958 
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1999年条約（* 30) 
批准（RATIFICATION)
Bulgaria Feb 21, 2001 
同意（ACCESSION)
Algeria May 7, 2004 
Estonia May 1, 2001 
Latvia Dec 7, 2001 
Spain Jun 7, 2002 
Syrian Arab 
Republic Oct 16, 2002 
Comoros Isles 
Congo 
Costa Rica 
Cuba 
Djibouti 
Dominican Republic 
Fiji 
April 23, 1958 
April 23, 1958 
July 13, 1955 
November 21, 1983 
April 23, 1958 
May 12, 1965 
March 29, 1963 
France (Overseas Territories) 
Gabon April 23, 1958 
Germany April 23, 1958 
Great Britain and Northern Ireland 
October 6, 1972 
(Overseas Territories) 
Anguilla, 
Cayman Islands 
Montserrat, 
and St. Helena May 12, 1965 
Turks Isles 
and Caicos September 21, 1965 
Bermuda May 30, 1963 
British Virgin 
Islands May 29, 1963 
Falkland Islands 
and dependencies October 17, 1969 
Gibraltar 
Hong Kong March 29, 1963 
Guernsey December 8, 1966 
Grenada May 12, 1965 
Guinea December 12, 1994 
Guyana March 29, 1963 
Haiti November 4, 1954 
Ireland October 17, 1989 
Ivory Coast April 23, 1958 
Khmere Republic November 12, 1956 
Kiribati Septemder 21, 1965 
Latvia May 17, 1993 
Luxembourg February 18, 1991 
Madagascar April 23, 1958 
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Morocco July 1, 1990 
Mauritania April 23, 1958 
Mauritius March 29, 1963 
Niger April 23, 1958 
Nigeria November 7, 1963 
North Borneo March 29, 1963 
Paraguay November 2, 1967 
Poland July 16, 1976 
Romania November 28 1995 
Sarawak August 28, 1962 
Senegal April 23, 1958 
Seychelles March 29, 1963 
Slovenia October 13, 1993 
Solomon Isles September 21, 1965 
St.Kitts and Nevis May 12, 1965 
St.Lucia May 12, 1965 
St. Vincent and the Grenadines 
May 12, 1965 
Sudan April 23, 1958 
Sweden April 30, 1993 
Switzerland May 28, 1954 
Syrian Arabic Republic February 3, 1972 
Tchad April 23, 1958 
Togo April 23, 1958 
Tonga 
Tuvalu 
Upper Volta 
Zaire 
June 13, 1978 
September 21, 1965 
April 23, 1958 
July 17, 1967 
( * 29) TETLEY, supra note 1）②at 1446-48. 
( * 30)http://untreaty.un.org/ENGLISH/bible/englishinternetbible/pa-
rt I /chapterX I /treat・・・2004/09/03外務省国際法局経済社会条約官室に検
索していただ~＇た。
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m.「アレストされうる船舶」をめぐって－Francesco Berlingieri氏
の見解を中心に一
本稿では，海上先取特権・抵当権条約と船舶アレスト条約の改正・新条約の
作成に向けて，中心的役割を果たしてこられたBerlingieri氏の著作“ARREST
OF SHIPS”5）の第 2編「1999年諸船舶のアレストに関する国際条約」の中
から，「アレストされうる諸船舶」等について，若干の紹介・検討を行おうと
思う O
Berlingieri氏は，次のように述べている。
「第4章アレストされうる諸船舶
7. それに関して海事請求権（maritimeclaim）が主張される船舶
I. 102 万国海法会（CMI) リスボン草案から始まる，すべての以前の諸草
案において， l船舶は，以下の場合にアレストされうると，まず規定された。
(a) 1海上先取特権によって担保される l請求権に関して，（b) 1モーゲー
ジ又は l抵当権又は同じ性質の l担保に基づく l請求権に関して，そして（ c) 
当該船舶の所有又は占有に関連する 1請求権に関して；そしてそれから，もし
当該船舶の当該所有者又は当該船舶賃借人が自ら（個人的に）責任があるなら
ば，上記の（a), (b）そして（c）に掲げられたもの以外の諸（海事）請求
権に関して 1船舶はアレストされうると，規定されたo
I. 103 当該外交会議の前に，万国海法会（CMI)はその方針書（Position
Paper）の中で以下のように指摘してきた。すなわち，当該請求権が発生した
ときその船舶を所有し，そして，そのアレストが達成されるとき，なお所有者
である人に対するものであるならば，それに従って 1船舶がアレストされるか
もしれない基本的ルールである最初の（a）に規定されるとしたら，より論理
的であったろうにと指摘してきた。そしてそれから例外は次の順序で整序され
ている：
(b）当該請求権が船舶賃借入である場合の l船舶のアレスト；
( c）当該請求権が1モーゲージ又は 1抵当権又は同じ性質を有する 1担保
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に基づいている場合の 1船舶のアレスト；
(d）当該請求権が所有又は占有に関連する場合の 1船舶のアレスト；
( e）当該請求権が 1海上先取特権によって担保されている場合の 1船舶の
アレストo
I. 104 万国海法会の提案は，外交会議によって受け入れられた 6）。そして，
3条1項は，万国海法会によって提案されたように整備された。そこでカバー
された諸情勢のそれぞれは，以下で吟味する予定である。
(a）当該船舶の当該所有者に対する請求権
I. 105 1952年条約3条（1）項は，次のように規定する。すなわち，権利の l主
張者は，それに関して海事請求権が発生する特定船舶をアレストできる
(may）と規定する。しかし当該船舶の所有者は，その請求権の点で自ら（個
人的に）有責でなければならず，そして，当該アレストが達成される時点で，
なお当該船舶の当該所有者でなければならないとは，明言はしていなL、。この
脱落 7）は， 1999年条約3条（1）項によって救済された。 3条（1）項（a）号は，
事実，もし，当該海事請求権が発生した時，その船舶を所有する人が，その請
求権に対して有責であり，当該アレストが達成される時点で当該船舶の所有者
であるならば，アレストは，（それに関して） 1海事請求権が主張されるL、か
なる船舶に対しても許されると，規定するo
I. 106 その提案は，訴訟が開始される時点とアレストが達成される時点の問
で所有権におけるどたん場の変更を妨げるために，「当該アレストが達成され
る時」という用語を「訴訟が開始される時」と置き代えるべく，カナダによっ
て提案がなされた。しかしながら，万国海法会からのオブザーバーによって以
下の点が指摘された。そのような変更は，権利の 1主張者による 1訴訟の開始
を知らない善意の買主の利益に，悪く影響を与えうるとへ万国海法会のオブ
ザーバーのこの見解は，諸代表団の多数によって支持され，そしてそのカナダ
の提案は採用されなかった 9)0 
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I. 107 しかしながら，この規定は当該船舶の当該売却と当該アレストの聞の
優越性が確立されなければならないやり方に関し， 1952年条約について議論が
なされた諸問題を明らかにしていなL、。 1952年条約及び1952年条約に関しいく
つかの締約国に適用されるべき諸原則の分析についてなされた当該諸コメント
は，売却の登記（録）の必要性及び当該アレストの登記（録）の必要性の両者
に関してJO)' 1999年条約についてもまた適用される O
(b）船舶賃借人に対する請求権
I. 108 船舶賃借入，船舶管理人又は船船運航者11）に対する諸請求権のみが
1海上先取特権によって担保されるということが， リスボン会議で決定された
後， 1海上先取特権で担保されない諸請求権に関して 1船舶の当該アレストの
問題は，自動的に船舶賃借人に対する当該諸請求権に限定された。もし，権利
の当該主張者が得る当該判決が，当該船舶か，その船舶をアレストから開放す
るために与えられた担保に対して，強制されえないならば，そのような諸請求
権に関し，賃借りされた l船舶のアレストを許すことは合理的でないであろう
という見解が，一般的であった。それ故に，当該アレストが求められている国
の法の下で，船舶賃借人に対する請求権に関してある判決が賃借りされた船舶
に強制執行可能である場合にのみ，許されるべきであると合意された。また，
当該アレストが達成される時点で，船舶賃借人が今なお，当該船舶の船舶賃借
人であるか又は所有者である場合にのみ，アレストは許されるべきであると合
意された。
I. 109 これらの諸規定は，合同政府間専門家会議（JIGE）によって，そし
てそれから当該外交会議によって採択された。そして，以前の草案のように，
2つの別々の項の中に，含まれている。それによってアレストは，船舶賃借人
に対する l請求権について l船舶に関し許されるべきであるというルールは，
3条l項（b）号に規定されている。そして， リスボン草案におけるように，
海上先取特権が発生した時点でその請求権に対して責任のある船舶賃借人は，
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当該アレストが達成される時，なお，当該船舶の船舶賃借人でなければならな
いと規定するO その唯一の例外は，当該船舶の所有者となった船舶賃借人につ
いての例外である。リスボン草案における万国海法会レポートにおいて，次の
ような言明がこの規定に関し，なされているO そしてそれは， 3条 1項（d)
号にその当時含められており，当該所有者に対する 1請求権に関する， 1船舶
のアレストに関連する規定と一緒に規定されていた山：
3条 1項（d）号の規定は，もし当該所有者又は当該裸傭船者がその請求権に
対して有責であるとした場合のアレストの許容d性について規定する。しかしな
がら， l追及権（droitde suite）は，許されてはいなL、。アレストが達成さ
れるときに，当該所有者がなお所有者である場合にのみ，又は，当該アレスト
が達成されるときに，当該裸傭船者がなお裸傭船者であるか，又は所有者となっ
た場合にのみ，アレストは可能である。
I. 110 当該船舶賃借人が，アレストの時点でなお船舶賃借入である場合にの
み，アレストが許される理由は，それ故，当該所有者がアレストの時点でなお
所有者である場合にのみ，当該所有者に対する 1請求権についてアレストが許
されるのと，同じである。そしてそのような理由は，当該請求権が l海上先取
特権によって担保されない諸場合における 1追及権（adroit de suite）の否
定である。
I. 111 当該所有者に対する諸請求権に関して与えられた正当な説明は，船舶
賃借人に対する諸請求権について等しく正当であるようには思われなL'oなぜ
なら，その場合には， 1追及権は考えられないからである。例えば，もし，当
該船舶賃借人への 1請求権がl海上先取特権によって担保されているならば，
当該追及権は， 1新所有者の両手に入った，当該船舶を追及する権利に具体化
するであろう。そして，当該船舶が同じ傭船者によって今なお傭船されている
か否かという事実は，重要ではないであろう。
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I. 112 それ故に，当該所有者に対する諸請求権についていえば，船舶賃借入
に対する諸請求権に関するアレストが，その請求権が発生したときに当該船舶
を所有する人によるアレスト時に，今なお所有されている当該船舶に対して，
条件付きでなされていたということを要求することは，恐らく好ましいことで
あったろうにと考えられる。この仮定上の規定と 3条（1）項（b）号に存在してい
る規定との聞の実際上の相違は， しかしながら，最小であるO なぜなら通常は，
もし当該船舶賃借人がなお同じであるなら，当該所有者は，売却のケースで当
該契約の譲渡というまれなケースを除いて，常に同じであるからである。
I. 113 この規定の例外的な（限定的ではあるが）性格は， 1952年条約9条で
規定されている山ルールの， 1999年条約での維持によって証明される。そし
てそれに従えば，本条約のし、かなる規定も 1海上先取特権を創設するものとは
解釈されないものとする。 1952年条約では，この規定の英語版は，フランス語
版14）とは意味ありげに異なっていた。しかし，現在2つのテキストは同じで
あり，当該表現（wording）はかなり簡明であるO
I. 114 その提案は，「demise］という用語を削除するために，外交会議を通
してなされた。それによって，いかなる傭船者に対する諸請求権にもアレスト
権を拡大し，こうして定期傭船者及び航海傭船者への諸請求権にも拡大するこ
とになる印。しかしながら，万国海法会からのオフゃザーバーは，次のように指
摘した。すなわち，船舶賃借人に対する諸請求権に関する 1船舶のアレストは，
一般原則に対する 1つの例外である。一般原則に従えば，もし，当該請求権が
l海上先取特権によって担保されないならば， 1船舶はその所有者に対する諸
請求権についてのみアレストされうるであろう。そして，その例外を拡大する
ことは危険であったろうにと 16）。これらの報告意見に従い，連合王国の代表
団mによって支持され，その提案は採用されなかった。
I. 115 万国海法会草案において，当該草案諸条項にあらわれた「自ら（個人
的に） (personally）」（有責な）としサ用語は削除されていたので，当該提案は
その用語を元通りにするためになされた。その上で，デンマークからの代表団のリ
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クエストで，万国海法会のオブザーバーは，「自ら（個人的に）」という用語の
削除は，実質についていかなる変更も伴わないと述べたω。その用語は，さ
らに言えば，対物的責任と対人的責任の l相違を特徴づけるために，挿入され
ていたが，それは不要であると感じられた。もし 1人の人の責任が限定されて
いないならば，それは暗に人的責任だからであるO 他方，人的責任への言及は，
諸使用人や諸代理人の諸行為や諸怠慢に対する責任を除外するものとして，誤っ
て解釈されえたω。
I. 116 本委員会（theMain Committee）の諸手続きの間，当該責任が創
設されるべき必要性はないということを明確にするために「有責に」の前に
「申し立てによると」という用語を挿入するべく，示唆がなされていた。初め
のうちは，当該示唆は受け入れられていたが，そのすぐあとで起草委員会
(the Drafting Committee）によって，その用語を削除することが決定され
た。なぜなら， l条（4）項における「権利の主張者」の定義から，責任の問題は
アレストの時点ではまだ決定されていないことが明確だからである 20）。
II.117 船舶賃借人に対する 1請求権に関して l船舶の当該アレストは，その
ような請求権に関する 1判決が，そのような船舶に強制可能である場合にのみ
許されるというルールは， 3条（3）項に含まれている。しかし， リスボン草案の
ように，ある一般的なやり方で規定されている。つまり，（3）項は，当該請求権
に対して有責である人によって所有されていない 1船舶のアレストに，一般的
に言及されるし，（1）項及び（2）項の諸規定に対する 1例外として定式化されてい
る。それ故， (1)項への一般的な言及は，当該船舶の所有権又は占有権に関する
諸請求権についてと同様に，船舶賃借人に対する諸請求権に関してのみでなく，
l海上先取特権， 1モーゲージ，「抵当権」又は担保（権） (charge）によっ
て確保されている（secured）諸請求権についてもまた，その例外を適用可能
にしている。
I. 118 その法の下で当該判決が当該船舶に強制されうる国家は，必然的に l
当事国（aState Party）でなければならない。なぜなら， l当事国の裁判管
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轄権の範囲内において，いかなる船舶のアレストにも， 8条(1)項に従って，当
該条約が適用されるからである。
( c) 1モーゲージ，「抵当権」又は担保（権） (charge）に基づく請求権
JI. 119 当該請求権が発生した時点及び当該アレストが達成される時点の両時
点で当該請求権に対して有責である人によって当該船舶が所有されているとい
う必要条件は，当該請求権が lモーゲージ，「抵当権」又は担保（権）
(charge）に基づいている場合には適用されない。なぜなら，そのような諸担
保（securities）のいずれも，債務者でない人によって付与されうるし，全て
任意の売却の場合に，当該船舶についてくるからである。
JI. 120 1993年MLM条約 l条に従って，諸モーゲージ，「諸抵当権Jそして
諸担保（権）の登記（録）は，諸当事国におけるそれらの認識と強制にとって
の1条件である。それらの登記（録）と関係なく，上述の諸担保（securities)
のいずれからでも発生してくる 1請求権に関し， 1船舶がアレストされうる。
1999年条約の当該規定は， 1993年MLM条約 1条と矛盾してはいなL1。実際こ
の規定は，諸当事国に，登記（録）されない諸担保（securities）を認識し強
制することを禁じているのではなく，それらの諸担保（securities）が登記
（録）される時に，それら（諸当事国）が認識し強制することを要求している
だけである。
JI. 121 このサブパラグラフ（号）で述べられる，あらゆるタイプの諸担保
(securities）のための登記（録）要件の廃止は，当該「抵当権」の登記（録）
がその担保（security）の正に存在するための l条件である諸管轄区において
は21），実際上無益であろう。事実，当該登記（録）されない担保（security)
がまだ存在しないならば， 1「抵当権」に基づく請求権はまだ存在しないし，
そして，結果として，当該アレストは本条約の下では不可能である。
JI. 122 3条（3）項の諸モーゲージ，「諸抵当権」又は諸担保（権） (charges) 
への拡大された適用－それによればアレストは，アレストが適用される国の法
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の下で，その請求権に関しある判決が当該船舶に強制されうる場合にのみ許さ
れるのであるがーは，次のことを合意したことにならない（doesnot entail)。
すなわち，諸モーゲージ，「諸抵当権」及び諸担保（権） (charges）が，当該
船舶の登記（録）されている国の法によって支配されているという一般的に受
け入れられるルールに反して，アレストの目的のために当該アレストがなされ
ている国の法によって，それら〔上記諸モーゲージ，「諸抵当権」，及び諸担保
（権） (charges）〕が支配されることを。事実， 3条（3）項は，当該請求権は，
司法的売却によって当該船舶に強制されえなければならないとのみ規定する。
1結果として，アレストの国の裁判所で，上で言及された，一般に認識されて
いるルールを適用するならば，当該船舶が登記（録）されている国の法の下で
当該担保（thesecurity）が有効ならば，当該請求権の強制を当該裁判所を許
すであろう。その結論の有効’性についての唯一の例外は，当該モーゲージが登
記（録）されていない場合である。事実，そのモーゲージは登記（録）国で有
効であるかもしれないが，そのことから，次のことが必然的には出てこなL、。
すなわち，外国の諸モーゲージや「諸抵当権」を認識するという当事国の債務
は，諸海上先取特権や諸モーゲージについての全ての国際条約において，登記
（録）された諸モーゲージや諸抵当権に限定されているという理由で，当該船
舶がアレストされる国においてその（登記〈録〉されていない）モーゲージが
認識されるであろうとはならなL,0 22) 
I. 123 当該アレストが要求されている国において， 1外国の国旗を掲げている
1船舶への登記（録）されていない1モーゲージ又は1「抵当権」は，それが当
該船舶の所有者以外の 1人の人に対する 1請求権を担保する場合には，認識され
ず， 3条（3）号によれば，当該船舶はアレストされえないということになるO
(d）当該船舶の所有権又は占有権に関する請求権
I. 124 当該船舶の所有権又は占有権に関する諸請求権については，当該請求
権について有責である人は当該船舶の所有者でなければならないという基本的
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ルールは，適用されなL、。なぜなら，ある厳格な意味において，有責な人は存
在せず，その請求権に関する主たる事項は当該船舶そのものであり，ある金額
ではなし、からである。「 1海事請求権を確保するためのあらゆる留置」という
アレストの定義（ 1条（2）項）が，所有権又は占有権に関する諸請求権に関して
適用になるか否かは疑わしくすらある。というのは，当該アレストの目的は，
厳密にいえば， 1請求権を確保するという目的ではなく，それどころか伝えら
れるところでは，当該船舶の所有者又は占有する資格のある人である 1人の人
によって，当該船舶の継続的使用を妨げる目的であるからである。
Il. 125 これらの諸請求権の，そしてこれらの諸請求権に関する当該船舶のア
レストの，特別の性格は，次の事実によって明示される。すなわち，所有権又
は占有権に関する諸請求権に関する当該条約の適用を排除する権利は， 10条(1)
項（C）号によって諸当事国に付与されるという事実によって明示されるが，こ
れは1952年条約10条で規定されているもの仰と同様である。
Il. 126 所有権又は占有権に関する諸請求権について， 3条（3）項の適用は考え
るのが困難である。第 lに，ある厳密な意味において，当該請求権に有責な人
は存在しなし1。第2に，所有権又は占有権に関する l請求権についての l判決
は，当該船舶の司法的又は強制売却によって強制されるのではなく，実際の所
有者の名前における当該船舶の登記（録）によって，又は，占有の譲渡によっ
て，それぞれ強制されるのである。
( e) 1海上先取特権によって担保される（secured）請求権
Il. 127 これは，これまで最も異論のある規定であった。事実リスボンでは，
l船舶をアレストできる権利は，その請求権が所有者（又は裸傭船者）に対し
てなされているか否かに関係なく，新海上先取特権・抵当権条約草案にその時
列挙されている諸海上先取特権の 1つによって担保される（secured）諸請求
権に制限されるべきであるということが同意されていた。準備段階でそして結
果的に，そのような諸海上先取特権は，アレスト条約草案にもまた列挙された。
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諸海上先取特権の再生は，現在すべての諸条約によって採用されている諸一般
原則に応じたいという願望に帰因するものであったので， l国がその l当事国
となりたくない別の条約に言及することにより，ある条約の批准が不利に影響
を与えるのを避けるべく，明示的な言及がある条約から他の条約に対してなさ
れるべきではなかった。しかしながら，この障害はMLM条約でひとつひとつ
列挙された諸海上先取特権の再生によって避けられないとは考えられなかったo
I. 128 事実MLM条約の諸先取特権以外で諸海上先取特権が認識されている
諸国は， MLM条約の諸先取特権に，当該船舶の当該諸所有者以外の 1人の人
に対する 1請求権のための担保として 1船舶をアレストできる権利の制限を好
意的に考えようとはしなかった。 1993年MLM条約4条（1）項で列挙されている
ものに諸海上先取特権を制限することは， 1993年の外交会議の間，熱い議論を
すでにひき起こしていた。そこでは，当該所有者，船舶賃借人，船舶管理人又
は船舶運航者に対する（しかし，他の人に対してではないω）他の海上先取
特権を付与する当事国の権利の認識のベースにおいて， 6条で規定されている
諸条件の下に却ある妥協に至った。それは，恐らく「諸国際海上先取特権」
(international maritime liens）及び「諸国内海上先取特権」（national
maritime liens）という言葉が使用されるようになったこの規定を考慮、しての
ことであった。
I. 129 同じ問題は，アレスト条約草案が考慮、されるにいたった合同政府間専
門家会議（JIGE）の諸会期を通して問題となった。事実， 1993年に「諸国内
海上先取特権」を創設する許可のために戦ってきた諸国の当該諸派遣団は，当
該アレストが要請されている 26）国家の法の下で認識された諸海上先取特権に，
アレスト条約においてもまた言及されることを要請した。
I. 130 万国海法会は，この提案を支持した。そして，もし，それが受け入れ
られるならば， 1993年MLM条約で並べられている諸海上先取特権をリストに
入れることは必要ないであろうと指摘した。なぜなら，当該アレストが要請さ
れそして当該アレストが効力を持つ国家によって当該条約が批准されたならば，
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その諸規定はその国の法の部分となるであろうからである。万国海法会は，そ
れ故，とりあえず，当該請求権が当該船舶の所有者，賃借人，管理人又は運航
者に生じるならば，そのアレストが要請される国の法によって認識される諸海上
先取特権に言及がなされるだけの， 1つの大変単純な規定の採用を示唆した。27)
1993年MLM条約で列挙されている諸海上先取特権の削除のもう 1つの理由は，
そのような諸先取特権への言及が，その条約との 1リンクを実際に創設するこ
とであり，そしてそれ故，将来的には逆に，新アレスト条約の受諾（accep-
tance）の見込みに影響しえたことであった028）このことは， 2つの条約聞の 1
つの調和の必要性と矛盾しなL、。その（調和の必要性の）目的は，諸海上先取
特権によって正規に担保されている総ての請求権一そしてそれ故に，まず第l
に， 1993年MLM条約の諸海上先取特権によって担保されている諸請求権ーが，
アレストが許されている点で， 29）当該条約の諸海事請求権のリストにおいて
含まれていることを保証するだけなのであるが。
I. 131 万国海法会の提案は受け入れられた。しかし，大差で，「認識された」
(recognized）という言葉を「付与された」（granted）という言葉と置きかえ
ることが要請（リクエスト）された。なぜなら，当該法廷地法（thelex fori) 
の下で認識される諸海上先取特権への言及は，当該法廷地法という国際私法上
の諸原則の適用をも伴ってきたであろうし，そしてそれ故，他の諸裁判管轄で
付与される諸海上先取特権へのありうべき言及を伴ってきたであろうからであ
る。「付与される」という用語の使用に対しては， 2つの異議が提起された。
1つ目は，国際私法に関する圏内の諸原則の適用を妨げることによって，当該
条約は，それらの諸原則を変更するという締約国の債務を伴うものだとするも
のであった。 2つ目は，コモンロー諸国では，諸海上先取特権は制定法によっ
て創設されていないということにおいて，諸海上先取特権は「付与されて」い
ないということであった。最初の問題について，ある妥協を見い出そうとする
試みにおいて，諸当事国は，それらの内国（州内）国際私法諸原則を適用する
ことが許されるであろう 30）という趣旨の 1規定を付加するべく，示唆がなさ
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れたが，その示唆は採用されなかった。第2の問題は，その代わりに，「付与
される」の後に，「又は（…の）下で生じる」とLサ用語を付加することによっ
て解決された031) 
I. 132 このケースにおいて， 3条（3）項の規定の適用は，正当化されるかもし
れないけれども，以下の点には注意がなされなければならなL1。すなわち，
1993年MLM条約の下で，そのような諸請求権は，その（責任のある）人が当
該船舶の船舶賃借入，船舶管理人又は船舶運航者である場合，及び，当該請求
権が発生したとき責任のある人が船舶の所有者であったが，アレストが要求さ
れているときはもはや所有者でない場合に，責任のある人によって所有されて
いない l船舶に対して，強制されるかもしれなし、それ故， 1船舶のアレスト
は，当該アレスト条約の次・のような当事国においては許されないであろう。す
なわち，その国が， しかしながら， 1993年MLM条約の 1締約国ではなく，そ
して，その法が，強制が求められている個々の海上先取特権によって担保され
る1請求権の強制を許さない国，又は，いかなる場合にも，その請求権に対し
て責任のある人によって所有されず若しくはもはや所有されない l船舶上の 1
海上先取特権の強制を認めない国では， しかりである。
8. その請求権に対して責任のある人によって所有される他の諸船舶32)
I. 133 2項は，ある広い意味でシスターシップスと呼ばれうるもののアレス
トを規制する。 2つの状態がカノくーされている：第 1に， 1952年条約において
3条（1）項で規定されているある厳格な意味における lシスターシップのアレス
ト；第2に，海事請求権に対して責任のある人一当該請求権が発生した時，当
該請求権が発生した当該船舶の船舶賃借人，定期傭船者又は航海傭船者である
人ーによって所有されている l船舶のアレスト。これは， 1952年条約3条（4）項
に横たわっている当該原則の 1つの拡張であり，そしてそこにおいては，船舶
賃借人によって所有される諸船舶に対してのみ言及がなされた。この規定の目
的は，当該海事請求権に対して責任のある人が，その請求権が発生した当該船
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舶の所有者でなくて，他船の所有者である諸ケースに，シスターシップ原則を
拡張することである。」
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5）本著の構成は，次のようになっている。
第1編 1952年アレスト条約
1.当該条約の歴史
1.アントワープにおける1930年の万国海法会会議
2.諸船舶のアレストに関する l条約草案のための準備作業
3. オスロにおける1933年及びパリにおける 1937年の万国海法会諸会議
4. アントワープにおける1947年，アムステルダムにおける 1949年，及びナポリにおける
1951年万国海法会諸会議
5. 1952年 5月2～10日ブラッセルの外交会議
2. 当該条約の適用範囲
-28 (172) -
6.序
7.船舶の概念
(a) トン数
(b）用途
( c）推進
(d）構造
( e）船舶に（ship又はcraftに）人員が乗せられるべきか否か
( f)登記（録）
(g）船舶の物理的諸条件
8. 国籍のシンボルとしての国旗
9.締約国のシンボルとしての旗を掲げる諸船舶
(a）非締結諸国の政府，及び1締約国において自らの習慣的な住所又は主たる営業の場
所を有さない人々の排除
(b）その国における自らの習慣的な住所又は主たる営業所を有する l個人による旗国の
裁判管轄の範囲内にある諸船舶のアレストの排除
( c) 1868年のライン河航行条約によってカバーされるケースへの 7条の適用の排除
10.非締約国の国旗を掲げる諸船舶
3.諸締約国による条約の履行
1.諸履行方法
12. 当該アレスト条約は，いかに履行されてきたか
(a）当該条約に法としての効力を与えてきた諸国
(b）当該条約の諸規定（又は，それらのいくつかは）を，それらの国の法システムに具
体化した諸国
4. アレストの概念と目的及びそれに関し 1船舶がアレストされうる諸請求権
13. アレストの概念
14. 当該アレストの目的
15.政府及び公の当局によるアレスト，文は引留め（detention)
16.諸請求権に関する非開示のリスト
17.個々的な諸海事請求権
(a）衝突かそれ以外の場合に，他のいかなる船舶によって引き起こされる損害
( b) ~、かなる船舶によっても引き起こされ，又は，いかなる船舶の運航にも関連して生
じる，人命の損失又は身体傷害
( c）海難救助
(d）傭船契約書文は，他の方法によって，いかなる船舶であれ，その使用又は賃借りに
関する合意
( e）傭船契約書文は，他の方法によって，いかなる船舶であれ，物品の運送に関する合
意
( f) ~、かなる船舶であれ，運送される手荷物を含む物品の損失又は損傷
(g）共同海損
(h）冒険貸借
( i ）曳船
( j ）水先案内
(k）その運航又は維持のために l船舶のどこに供給されたかを問わず，物品又は材料品
(1）あらゆる船舶の建造，修繕若しくは蟻装又はドッグの使用料及び手数料
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(m）船長，士官その他の乗組員の給料
(n）船長の立替，船舶文はその所有者のために，諸荷送人，諸傭船者又は諸代理人によ
りなされる立替を含む。
(o）いかなる船舶であれ，その権原文は所有権に関する諸紛争
(p）その船舶の所有権，占有，雇用又は収益金に関するあらゆる船舶の諸共有者聞の諸
紛争
( q) ~、かなる船舶であれ，そのモーゲージ又は抵当権
5. アレストされうる諸船舶
18. 3条の諸法則の要約
19.基本的ルール：その船舶に関する海事請求権について当該所有者が有責である場合の，
1船船のアレスト
20. 1海事請求権について有責である人によって所有される他の諸船舶のアレスト
21.諸船舶が同ーの所有権にあるとみなされなければならない場合
22. 「諸関連船（associatedships）」のアレスト：法人格のベールを貫くことは，当該条約
によって禁じられているか。
23.その船舶に関する l海事請求権について，当該所有者以外の人が有責である場合の l
船舶のアレスト
24.航行する準備のできた，又は航行途中にある l船舶のアレスト
25. アレストを免れた諸船舶
26.再アレスト又は， lシスターシップのアレストの権利
6. アレストに関する手続
27. アレストのための裁判管轄
(a）司法的権限
(b）裁判権を有する当局
( c）そのアレストがなされる裁判管轄における国家の司法的当局の選択
(d）当該裁判所がその本案のついて裁判管轄権を持たない場合におけるアレストのため
の裁判管轄
( e）本案についてのlつの決定がすでに得られた場合のアレストに対する裁判管轄
28.請求者は自ら請求権を証明しなければならないか否か及びどの範囲まで証明しなけれ
ばならないか否か
29. アレストの権限を持つ人
30. その権限を獲得するための諸条件
31. アレストの強制
32.圏内法の諸原則
3. アレストからの船舶の解放
(a）続いて起こるアレストからの l船舶の解放
(b）担保の規定に従った解放
( i ）当該担保の性格
(ii）当該担保の額
(ii）当該担保の下における支払のための諸条件
( c）裁判所により確定された時間的制限内に本案に対する訴訟手続を提起することの失
敗の場合
( i ）どの裁判所が時を確定しなければならないか
（託）時間的制限がいつ確定されなければならないか
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（出）特定の裁判所の裁判管轄文は仲裁の合意
(iv）諸締約国による 7条の（2）項，（3）項及び（4）項の履行
(d）制限基金の構築
( i ) 1957年制限条約の下における諸規定
(ii) 1969年民事責任条約の下における諸規定
（温） 1976年諸海事請求権のための責任制限条約のための諸規定
(iv) 1996年HNS条約の下における諸規定
34. アレスト下の l船船の開放が許されない場合
35. アレスト下の 1船舶の取引
36.違法なアレストに対する責任
37.本案に対する裁判管轄
38.民事及び、商事の裁判についての裁判管轄及び強制についてのEC条約（管轄権条約）
39. 明示されたリンク： (a）習慣的な住居； (b）そのアレストがなされる国で生じて
いる諸請求権
(a）権利の主張者の習慣的な住居文は，主たる営業の場所
(b）当該アレストがなされる国において生じる諸請求権
( c）その聞に当該アレストがなされる当該船舶の航海に関する諸請求権
(d）衝突から生じる諸請求権； ( e）海難救助諸請求権；（ f)諸モーゲージ文は諸抵当
権に関する諸請求権
(d) 1衝突から又は1910年衝突条約13条によってカバーされる状況において生じる諸請
求権
( e）諸海難救助請求権
( f)当該船舶の 1モーゲージ又は抵当権に関する諸請求権
付録
I. I. 1952年条約のテキスト
I.I.1. （英文） 1952年の航行船舶のアレストに関するある規則の統ーのための国際
条約
I.I.2. （仏文）向上
I. 2. 1952年アレスト条約の履行に関するアンケート
アンケートに対する諸国答
第2編 1999年諸船舶のアレストに関する国際条約
1.条約の歴史
1.万国海法会の作業
2. 合同政府間専門家会議（JIGE）の作業
2.条約の適用範囲
3.一般的ルール
4.一般的ルールに対する例外
(a）その闘において自らの習慣的な住居（hishabitual resid巴nee）又は主たる営業の場
所を有する人による旗国の裁判管轄の範囲内にある 1船舶のアレスト
(b）闘の所有する諸船舶
( c）公の当局により留置され又は航行を妨げられた船舶
(d）港の設備θ使用に不都合に影響を与えるアレスト下での諸船舶
( e）その責任の制限が発動される諸船舶
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(f）破産又は同様の訴訟手続に従う l個人によって所有されている諸船舶
3. アレストの概念とそれについて船舶がアレストされるかもしれない諸請求権
5. アレストの概念
6.それに関して 1船船がアレストされるかもしれない諸請求権
(a）諸海事請求権の閉ざされたリスト
(b）個々の諸海事請求権
4. アレストされうる諸船舶
7. それに関し当該海事請求権が主張される当該船舶
(a）当該船舶の当該所有者に対する請求権
(b）船舶賃借人に対する請求権
( c) 1モーゲージ，「抵当権」あるいは担保（権）に基づかれている請求権
(d）当該船船の所有権又は占有権に関する請求権
( e) 1海上先取特権によって担保される請求権
8. その請求権のために責任のある当該人によって所有される他の諸船舶
9.諸関連船（Associatedships) 
10.航行する準備のできた諸船舶
1.再アレスト及び多重アレストの権利
(a）再アレスト
(b）多重アレスト
5. アレストに関する手続
12. 当該アレストのための裁判管轄
13. アレストを命ずるのが適格な当局
14. 当該権利の主張者が自らの請求権を証明しなければならなし、か否か，どの範囲まで証
明しなければならないか
15. アレストする資格のある人々
16.権限を獲得するための諸条件
17. 当該アレストの強制
18. 当該アレストからの船舶の解放
(a）担保に関する規定に従った解放
(b）続いて起こるアレストからの解放
( c）当該裁判所によって定められた時間以内に本案についての訴訟手続を遂行すること
の失敗
19.担保の解放
(a) 1当事国における担保規定
(b) 1非当事国及び 1当事国における担保規定
( c）当該裁判所によって決められた時間以内に本案についての訴訟手続を遂行すること
の失敗
20. アレスト下における l船舶の開放が禁じられる場合及びアレスト下にある船舶の売買
21.不法なあるいは正当化されないアレストのための責任
2.本案に対する裁判管轄
23.諸判決の承認及び強制
24.諸留保及び諸宣言
25. l以上の法体系を持つ諸国家
補遺
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I. 1 . 1999年アレスト条約のテキスト
I . I . 1. 1999年船舶アレス卜に関する国際条約
I. I. 2. 仏文
I. I. 3.西文
I. 2.船舶アレストに関する国連国際海事機構外交会議のレポート
I. I. 1.第1章船船アレストについての国連国際海事機構外交会議の最終文書
II.II.2. 第2章船舶アレストに関する l国際条約の準備及び採択（AgendaItem 8 ) 
il. 3.船舶アレストに関する国際条約の準備作業
6 ) BERLJNGIER1, supra note I at 459.付録Eにおける万国海法会の提案及び外交会議での万国
海法会からのオブザーパーによる序論を見よ。 460 472頁の付録Eにおける後のディベート
も見よ。 BERLINGIER1, supra note I at 315 n. l. 
7) 1952年条約3条（I）項について，第l編第19節等参照。 BE則 1NGIER1, supra note I at 315 n.2 
参照（原著の引用頁数が違っていると思われるものについては，以下，示せるものについ
ては，筆者の判断で該当頁数等を仮に示し，原著の注の表示の後に上記のように「参照」と
いれている）。
8）カナダの提案についての序言及び万国海法会のオフ、、ザ一パ一の所見参照。 BEiミ
not巴 lの付録E 463頁， Id.at 316 n.3参照。
9) Id.の付録E，後のディベートを見よ。 Id.at 316 n.4参照。
10) Id.の第 1編パラグラフ 1.412-1.4170Id. at 316 n.5. 
11) Id.付録m,451頁以下。リスボン会議での万国海法会の国際サブ委員会の議長の報告の中
における1952年条約3条（4）項についての諸コメントを見よ。 Id.at 316 n.6参照。
12) Id.付録m,451頁。 Id.at 317 n.7. 
13) Id.第l編パラグラフ1.5230Id. at 317 n.8. 
14) Id.第l編パラグラフI.517。Id.at 317 n.9 
15) Id.付録m,465頁。 Id.at 317 n.10参照。
16) Id.付録m,465 466頁。 Id.at 317 n.11参照。
17) Id.付録il,465頁。 Id.at 317 n.12参照。
18) Id.付録m,465頁。 Id.at 318 n.13参照。
19) Id.付録il,465頁の本委員会議長の締めくくりの所見を見よ。また，以前Documentl88/3,
付録m,460頁においてタイによって以前なされたコメントをも見よ。 Id.at 318 n.14参照。
20) Id.付録m,467頁における起草委員会議長からの報告の要約を見よ。 Id.at 318 n.15参照。
なお， claimantは，とりあえず「権利の主張者」との訳（鴻＝北沢編修『英米商事法辞典』
165頁（商事法務研究会，新版， 1998）に従っている。落合・前掲注2）③37頁等，小塚・
前掲注3）④27頁等は「請求権主張者」と訳される。
21) これは，例えばイタリアやスペインにおいて，そうである。 Id.at 319 n.16 
22) 1926年MLM条約 1条は，次のように規定する。すなわち，当該船舶が属する締約国の法
に応じて達成され，そして， lつの公的登記（録）簿に登記（録）されている諸船舶に対す
る，諸モーゲージ，「諸抵当権」そして他の同様の諸担保（権） (charges）は，すべての他の
諸締約国（ContractingStates）において有効とみなされるものとする，と。
かなり詳細であるにもかかわらず， lつの同様の規定が1967年MLM条約 1条に含まれてい
る。その2条は，それから，登記（録）された諸モーゲージ及び「諸抵当権」及び諸第三者
に関してのそれらの効果は，登記（録）国の法によって決定されるものと規定する。
ほとんど同ーの諸規定が， 1993年ML M条約の 1条及び 2条において規定されている。 Id.
at 319 n.17. 
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23) 1952年条約に関して，そのような留保は，コスタリカ，クロアチア，イタリア，及びオラ
ンダによってなされている。 1998年万国海法会Yearbook, p.226を見よ。 BERLINGIERI, Sl抑ヨ
note I, at 320 n.18. 
24) 1926年ML M条約は，その「主たる傭船者」（affreteurprincipal, principal charterer：ある
不明確な意味の l用語）に対する諸請求権に言及する。
1967年条約7条は，次のように規定する。そのような諸先取特権によって担保される諸請求
権が，当該船舶の当該所有者に対するものであれ，当該船船賃借入又は他の傭船者，船舶管
理人又は船舶運航者に対するものであれーそれによってまた，定期傭船者及び航海傭船者に
対する諸請求権を含むことになるのであるが ，諸海上先取特権は，発生する，と。 Id.at 
320 n.19 
25) 6条は，「国（内）の」諸海上先取特権が，当該条約の 8条， 10条及び12条の諸規定に従
うものとし，そして， 12カ月のかわりに 6ヵ月の期間後消滅するとし，そして善意の購買者
に対する任意の売却の場合，その売却の登記（録）に続く60日の期間の終りに，船舶の登記
（録）されている国の法に従って，消滅するものとする。優越性の側面に関する限りにおい
て，そのような諸先取特権は，登記（録）された諸モーゲージ，「諸抵当権」及び諸担保
（権） (charges）の後にランクされるであろう。 Id.at 320 n.20. 
26）合同政府間専門家会議（JIGE）の第8会期を通して，合衆国代表団の提案，報告を見よ。
付録凪 469頁など参照。 Id.at 321 n.21参照。
27）万国海法会の方針書，付録m,459頁及び万国海法会からのオブザーバーの言明，付録m,
462頁を見よ。 Id.at 321 n.22参照。
28）万国海法会からのオブザーパーの言明，付録m,467頁を見よ。 Id.at 321 n.23参照。
29）新アレスト条約の諸目的の lつが， MLM条約の諸規定と提携することであるという，国
際海運会議所 ercsニInternationalChamber of Shipping）からのオブザーパーにより外交会
議でなされた言明（付録m,473頁）は，それ故，あるかなり制約された目的のある不当な
拡大である。 Id.at 321 n.24参照。
30）次の提案は，合衆国の代表団によってなされた（1999年3月5日の会議文書A/CONF.188
/CRP.16) 
合衆国は 1つの妥協案として， 3条（1）項（v) ［これは1999年条約では（ e）である：筆者
挿入］号の次の修正意見を提出する。
(v）当該請求権は，当該船舶の所有者，船舶賃借入，船舶管理人又は船舶運航者に対するも
のであり，当該アレストが適用される法の下で付与されるか又は生じている海上先取特権に
よって担保されている。
しかしながら，この条約のうちの何も，外国法の下で付与され又は生じている l海上先取特
権によって担保される 1請求権のために， 1当事国のどの裁判所が l船舶をアレストするこ
とを妨げるものはない。
Id. at 321 n.321. 
31)このことは，ノルウェーの代表団によって提出された l提案であった（1999年3月5日の
会議文書A/CONF.188/CRP.14），付録m,461頁。ノルウェーの代表団のその後の言明に
ついては，付録m,468頁を見よ。 Id.at 321 n.26参照。
32）拙稿「シスター・シップ・アレストをめぐる諸問題J高窪先生還暦記念『現代企業法の理
論と実務J670頁以下（経済法令研究会， 1993）など参照。
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